
事 務 連 絡

平成２５年１月２２日

各国立大学法人評価担当部課長 殿

国立大学法人評価委員会事務局

平成２３年度における国立大学法人及び大学共同利用機関法人の

業務の実績に関する評価の結果への意見について

平素より大変お世話になっております。

このたび、国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法第３２条第５

項に基づき、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会より平成２５年１月２１日付けで

「平成２３年度における国立大学法人及び大学共同利用機関法人の業務の実績に関する評

価の結果についての意見について」が別添のとおり国立大学法人評価委員会委員長あてに

示されましたので、お知らせします。

今回の意見の概要は、下記のとおりです。今後、国立大学法人評価委員会としては、こ

の意見も踏まえて評価を実施していくこととなりますので、御留意ください。

記

１．意見の概要

（１）公的研究費の不正使用防止について

複数の法人において公的研究費の不正使用が発覚していることを踏まえ、各法人の

実情に合わせて、不正防止のための具体的な取組方策についてより一層厳格な評価を

実施し、引き続き各法人における必要な改善を促すべきであること。

（２）保有資産の有効活用について

各法人が策定した土地・建物の有効活用等に係る計画の実施を促す観点から、引き

続き各法人における有効活用等の取組状況について評価し、その結果を明らかにする

べきであること。

（３）教員等個人に対して寄附された寄附金の取扱いについて

教員等個人に対して寄附された寄附金について、各法人における寄附金の取扱いを

定めた規則等に基づかない不適切な処理がみられることを踏まえ、再発防止を図るた

め、各法人の教員等に対する規則の遵守などコンプライアンスの徹底に向けた取組状

況について評価を行うべきであること。

（４）随意契約の適正化の推進について

会計検査院から問題を指摘された法人があったことも踏まえ、各法人の状況に応じ

たより一層の一般競争入札の拡大など、更なる競争性及び透明性のある契約への見直

しに向けた取組状況について評価し、必要な改善を促すべきであること。



２．その他

上記１に関わる取組状況については、平成２４年度評価において、実績報告書の記

述や「共通の観点」に係る事項についての平成２２～２４年度の取組状況により確認

することとしています。
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